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　A 県 3 市内に「モデル保育所」をそれぞれ 1 ヶ所
選定し、モデル保育所及び市内の他の保育所に所属す
る保育者に参加をよびかけた。A 県 3 市内の保育所











































た（t =6.958 , p < .01）。
男：女 4：39
年齢（平均） 35.76 ± 10.82
保育士経験月数（平均） 141.81 ± 119.96
発達障害のある子どもの


















グラム実施の主効果のみが有意であった（ F ( 2, 33 ) 





の主効果（ F ( 3, 39 ) = 3.028, p < .05 ）とプログラム
実施の主効果（ F ( 1, 39 ) = 39.924, p < .01）が有意
であった。参加者の年代とプログラム実施の交互作用
効果は有意ではなかった。参加者の年代の主効果につ
いて多重比較を行ったところ、20 歳代と 40 歳代の平






た（ F ( 1, 36 ) = 22.925, p < .01）。
　参加者が発達障害のある子どもを担当した年数によ
る、プログラムの開始時と終了時の平均値と標準偏差
を表 7 に示した。また両平均値の変化を図 4 に示し
た。担当年数とプログラム実施を要因とする分散分析
を行ったところ、プログラム実施の主効果のみが有意









































を表 12 に示した。また両平均値の変化を図 8 に示し
た。担当年数とプログラム実施を要因とする分散分析
を行ったところ、両要因の主効果及び交互作用効果は
有意ではなかった。
考察
　研修の終了時に保育者の効力感が高くなる傾向がみ
られたことから、プログラムに一定の効果があったと
考えることができる。また、保育者の属性と効力感の
関係性について、低い年代の保育者の効力感が比較的
低くなる可能性が示唆された。今後は、保育者の他の
属性と効力感との関係性の分析を通して、より効果的
なプログラムの内容と方法を検討する必要がある。
　一方、研修プログラムを通して保育者のストレスは
十分軽減されなかった。その理由として、研修プログ
ラムの内容が、評定尺度に含まれる保育に関するスト
レッサーに関する項目について、十分に対応していな
かったことが挙げられる。今後は、プログラムの内容
に応じた尺度項目を選定するとともに、保育所での人
間関係や待遇など、保育者を取り巻く環境要因に重点
を置いたプログラムの内容を検討する必要がある。
　プログラムの効果検証における課題として、保育者
が発達障害や子どもの支援方法に関する知識やスキル
を獲得したかについて、客観的な指標を用いて確認し
ていない点が挙げられる。今後は、保育者の知識やス
キル（岡本・立元、2007）や子どもの行動評定などの
指標を用いて、プログラムの効果を検証する必要があ
る。また、対照群を設置するなど、研究デザインにつ
いても検討する。
　以上の課題に取り組み、インクルーシブな環境にお
いて、発達障害のある子どもを支援するうえで必要な
知識及びスキルを保育者が習得できるような研修プロ
グラムの開発を目指す。
表 11　保育者ストレス得点（経験年数）
表 12　保育者ストレス得点（発達障害担当年数）
図 7　保育者ストレス得点の変化（経験年数）
図 8　保育者ストレス得点の変化（発達障害担当年数）
発達障害のある子どもを担当する保育者を対象とした研修プログラムの効果測定の試み
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